













FLOOD RISK MANAGEMENT IN JAPAN 
-DEVELOPMENT IN FLOODPLAINS AND ESSENTIAL SWITCHES OF FLOOD STRATEGY- 
 
須加喬亮 





In Japan, it has been controlling floods by building levees since the Meiji era. As a result, the 
development in the floodplain has been promoted, and now both the population and the asset are overly 
concentrated on there. For this reason, once the river overflows, it suffers great damage. Furthermore, 
global warming is promoting and budget of hazards is decreasing in the future. In this paper, I insist on 
the need of “essential switches of flood strategy” by focusing on the history of Japan’s flood risk 
management, the development in floodplains and so on. Moreover, I introduce two countries and a local 
government which are carrying out flood risk management change today. 
























































































図 2.1 地震と洪水氾濫が発生するまでの時間経過 
 
表 2.1 地震と洪水の共通点・相違点 
 
 














































































図 2.3 治水五箇年計画の予算の推移 
 
 c) 構造物主義の進展 
 明治期以降の我が国の治水政策において，「年間水害




























図 2.4 ダム建設数と総貯水容量の推移 
より得られた効果は，図 2.2 の「年間水害被害額の GDP
比」が 1960 年代から激減していることから明白である． 
 従って，治水政策に構造物対策が取り入れられたのは
明治期であったが，予定通りには進まず，本格的に実施





































































図 4.3 研究対象とした 3 地区の場所 
 a) 江戸川区平井地区（Ⅰ期） 
 
 
図 4.4 平井地区の土地利用変化 
（左から 1909 年・1921 年・1930 年） 
 























の 3 点が考えられる． 
 
 
図 4.5 平井地区の人口及び工場数の推移 
 
 b) 北区浮間地区（Ⅱ期） 
図 4.6 に浮間地区の土地利用変化を示す．尚，色分けは，
図 4.4 と同様である．まず特徴的であったのは，1945 年
時点で浮間地区の外側では宅地化が進んでいた．
 
図 4.6 浮間地区の土地利用変化 




























図 4.7 北区の人口変化 
 
 
図 4.8 浮間地区の浸水ハザードマップ 
 c) 志木市宗岡地区（Ⅲ期） 
  
 
図 4.9 宗岡地区の土地利用変化 
























では 1985 年の有間ダム竣工を皮切りに，1998 年以降は
工事実施基本計画の改訂で新たに計画されたダムが，上
流に相次いで竣工した．ここで，図 4.10 に志木市の人口












































































図 5.1 米国・英国・日本の人口変化 
 













表 5.1 ハリケーンカトリーナ後の政策変更点 
 
 































英国は 1947 年と 1953 年の氾濫被害によって，氾濫原
開発規制の考えが芽生えた．しかし日本と同様に 1960 年
代から高度経済成長が起きたため，氾濫原に人と資産が
集中してしまった．そのような中，1998 年と 2000 年に
相次いで大規模な氾濫被害に見舞われたことから，地球
温暖化の影響を考慮した政策への転換を図った．この時









































































視できない．例えば 2065 年には 1950 年人口を下回ると
予測されている．これは本論文で定義した氾濫原開発時
期の 3 時代区分で，Ⅱ期とⅢ期はまだ開発されていない
時期にあたる．つまりⅡ期とⅢ期に開発された分の地域
は開発規制を行っても，居住可能面積は確保できるとい
うことになる．そこで海外の氾濫原政策を参考に，面積
に応じて，Ⅱ期とⅢ期に氾濫原の開発が行われた場所の
中から，適切に開発規制地を選定していくことで，日本
でもより大規模な「氾濫許容型治水」を実施できると考
える．また，自助・共助意識の向上のために，滋賀県の
ような身近な水路の氾濫まで考慮に入れた，シームレス
かつ、縮尺の大きい防災マップを公開していくことも重
要であろう． 
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